
職名 年齢
給与月額 年間給与額

改定前 (A) 改定後 (B) 改定前 (A) 改定後 (B) 差 (B-A)

係員 29歳 216,200円 219,200円 352万4千円 359万5千円 7万1千円

係長 47歳 375,900円 375,900円 628万9千円 633万0千円 4万1千円

課長 55歳 502,500円 502,500円 816万5千円 821万4千円 4万9千円

部長 57歳 635,900円 635,900円 1,045万7千円 1,052万3千円 6万6千円

行政職給料表適用職員（職員数3,563人、平均年齢41.5歳）の所定内給与で試算を

した場合（令和４年４月現在）

平均給与月額 平均年間給与額

改定前 改定後 改定前 改定後

346,411円 347,296円 566万3千円 571万2千円

（１） 平均給与月額・平均年間給与額

※ 平均給与月額は所定内給与（職員の給与等に関する報告資料(6)・(7)頁の平均給与月額）をもとに算出
※ 平均年間給与額は、期末手当・勤勉手当を含む

（２） モデル給与例（行政職給料表適用職員で扶養親族がいない場合）

※ 給与月額は、給料、管理職手当を基礎に算出
※ 年間給与額は、期末手当・勤勉手当を含む 1

改定後の平均給与月額等【参考資料１】

月例給 期末・勤勉手当 行政職給料表適用職員の
平均年間給与

公民較差 改定率 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率

平成24年 △0.03%
(△131円) － 3.95月 － － －

平成25年 △0.08%
(△286円) － 3.95月 － － －

平成26年 0.23％
(831円) 0.25％ 4.10月 0.15月 68千円 1.1％

平成27年 0.22%
(801円) 0.20％ 4.20月 0.10月 47千円 0.8％

平成28年 △0.06％
(△237円) △0.06% 4.30月 0.10月 33千円 0.55%

平成29年 0.04％
(151円) － 4.40月 0.10月 36千円 0.60%

平成30年 0.12%
(416円) 0.12% 4.45月 0.05月 26千円 0.44%

令和元年 0.03%
(97円) 0.03% 4.50月 0.05月 20千円 0.34%

令和２年 △0.01％
（△43円) － 4.45月 △0.05月 △18千円 △0.31％

令和３年 △0.01％
（△20円) － 4.30月 △0.15月 △53千円 △0.92％

令和４年 0.24％
（834円) 0.24% 4.40月 0.10月 49千円 0.87％
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過去１０年間の給与勧告の状況【参考資料２】

※ 今回の勧告後の平均年間給与（行政職：平均年齢41.5歳）5,712,000円 （勧告前との差 49,000円）



給与勧告の手順

職種別民間給与実態調査
企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の事業所（339事業所）のうち、
無作為に抽出された148事業所において実地調査を実施

職員給与実態調査

全職員の令和４年４月分の給与等について調査

事業所別調査 従業員別調査

ボーナスの支給状況
（前年８月〜本年７月）

給与改定や
諸手当の支給状況

事務・技術関係従業員の
４月分給与

行政職の職員の
４月分給与

民間と職員の給与を比較
役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較

（ラスパイレス方式）

知事 県議会（給与条例改正案提出）

給与決定の諸原則に基づき
給料表・手当の改定内容を決定

民間の特別給の
年間支給割合との比較

人事委員会勧告
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【参考資料３】

職種別民間給与実態調査結果の集計方法

調査結果を集計する際は、

母集団に復元

→母集団全体としての調査結果
佐賀県内の母集団事業所（339事業所）のうち、
148事業所を無作為抽出法により抽出

( の事業所のみ調査)

抽出された事業所を調査
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【参考資料４】



公民給与の比較方法（ラスパイレス比較）

１級 (主事・技師) 大 卒 22・23歳 民間給与×職員数

… … …

（役職段階）

短 大 卒 20・21歳 民間給与×職員数

… … …

高 卒 18・19歳 民間給与×職員数

… … …

中 卒 16・17歳 民間給与×職員数
… …

各役職段階ごとに、「１級(係員)」と同様、学歴別、
年齢階層別に民間給与及び職員給与を算定

（民間給与総額（Ａ）） （職員給与総額（Ｂ））

民間給与総額

÷職員総数

＝348,202円（ａ）

職員給与総額

÷職員総数

＝347,368円（ｂ）
令和４年の公民較差 834円 （0.24％） （算定方法）(a) － (b)

26・27歳

…

２級 (主事・技師)

４級（副課長・係長級）

５級 (副課長級)

６級 (課長級)

７級 (課長級)

９級 (部長級)

３級 (係長級)

行政職

（事務・技術

関係職種）

24・25歳

対応する民間の職種は報告資料（(52)頁）（第19表）参照

職員給与×職員数

職員給与×職員数

職員給与×職員数

職員給与×職員数
８級 (副部長級)
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【参考資料５】

※本年の給与改定を公民比較対象職員（3,111名）の公民比較給与で試算した場合の改定結果

［改定前］347,368円 ［改定後］348,202円

834円（0.24％）

公民給与の比較
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民間給与

（職員の職員構成に合わせたもの）

348,202円

毎月きまって支給される給与
基本給、家族手当、役付手当、

住居手当、その他手当

公民較差 ８３４円

単純な平均値によるのではなく、主な給与決定要素である役職段階、学歴、年齢の条件を同じくすると認められる者同士の

令和４年４月分給与を精密に比較（ラスパイレス方式）

職員給与

（行政職）

347,368円

毎月きまって支給される給与

給料、扶養手当、管理職手当、
住居手当、特地勤務手当、

へき地手当、単身赴任手当（基礎額）

【参考資料６】


